憲法共同センター 26年9月スポット案

みなさん、こんにちは。私たちは、労働組合や医療、中小業者、平和、女性、青年、農民、法律家団体など、幅広い市民の皆さんとともに活動している「戦争する国づくりストップ！憲法を守り・いかす共同センター」です。本日はこの場所をお借りして、憲法を守り、平和な社会を未来へ引き継ぐための宣伝行動を行い、「憲法9条の改悪に反対する請願署名」へのご協力をお願いしています。9月は7日から12日をゾーンとして、「全国一斉統一行動」として設定し、全国各地で取り組みがされています。
自然災害が頻発しています。東日本大震災、10年前の熊本地震、能登半島地震など大地震。そして夏場は毎年、豪雨や巨大台風で被害が出ています。
7月28日に発生した「令和８年熊本地震」では39人が亡くなり、八代市や宇城市などで避難所生活が続いています。エアコンのない体育館も多く、猛暑の中で避難者の健康被害や二次災害が懸念されています。
8月13日から14日にかけて千葉県内で降った豪雨は、死者13人、住宅3500棟に浸水被害、動かなくなった自動車3000台などの深刻な被害をもたらしました。
今回の熊本地震でも、15年前の東日本大震災と変わらない体育館で雑魚寝の避難所が問題となりました。しかし、「骨太方針」では「5年以内に防衛力の変革を実現する」ために防衛費（軍事費）をGDP比2％以上にするとしています。
戦争は政治の努力で回避できますが、自然災害は回避できません。自然災害から生命と生活を守るために、政府は軍事費に莫大なお金を使う前にやるべきことがあるはずです。
国会では、改憲に向けた憲法審査会での議論が進められています。7月には国民への監視が強まると懸念される国家情報局が設置され、国会終盤には、連立合意書に基づくとして、一方的に衆議院比例定数を削減する法案や国旗損壊罪法案、副首都法案、皇室典範改正など、憲法の規定に反するだけでなく、法の体をなしていないものも含まれている法案が成立しました。さらには防衛費の巨額増額を財政的に支えるための国債発行など、平和国家としての歩みを根底から覆しかねない数々の法案が強硬に押し通されている現状は、極めて重大な危機と言わざるを得ません。
いま本当に必要なのは、対立を深める「抑止力」の論理や軍拡競争、秘密主義への傾倒ではなく、憲法第9条の精神に基づいた徹底的な対話と協調による外交努力です。過去の凄惨な戦争の反省から生まれた憲法第9条こそが、戦後の平和を守り続けてきた私たちの最大の盾です。この平和のバトンを未来の子どもたちへ確実に手渡すため、いまこそ草の根から抗議の声を可視化していかなければなりません。
みなさん、私たちの願いは、軍事拡大で世界の緊張を高めることではありません。戦争をしないと世界に誓った日本国憲法の理念に基づいた政治です。税金は、自然災害から生命と生活を守ることをはじめ、社会保障や教育など、暮らしにこと使うべきではないでしようか。この当たり前の願いは、日本が世界に誇る平和憲法を生かしてこそ、暮らしも平和も守ることができます。いま、多くの市民が「戦争だけは嫌だ」「子どもたちに平和な未来を残したい」という思いから、憲法9条を守る運動に立ち上がっています。
平和な社会を願う皆さん。どうか9条署名にご協力をお願いします。一人ひとりの署名は微力かもしれません。しかし、無力ではありません。一筆一筆が戦争への道を止める大きな力になります。私たちは、戦争ではなく平和を。軍事ではなく暮らし・生命を守る政治を求めます。未来の子どもたちに、平和な日本を引き継ぐために。どうか憲法9条を守る署名へのご協力をよろしくお願いいたします。ありがとうございました。

